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現 状 と 県 の 取 組 状 況 

 総務部（政策法務課） 

【現 状】 

１ 鳥取県公文書等の管理に関する条例では、県の諸活動や歴史的事実を記録した公文書等が、県政に対する県民の知る権利に不可欠な県民共

有の知的資源であることに鑑み、県の諸活動を現在及び将来の県民に説明する責務が全うされるようにすることを目的とし、意思決定に至る

経緯及び過程並びに事務及び事業の実績を合理的に跡付け、又は検証することができるよう、処理に係る事案が軽微なものである場合を除き、

文書を作成しなければならないこととしている。 

２ 鳥取県公文書等の管理に関する条例を受けて定められた鳥取県文書の管理に関する規程においては、起案文書は電子決裁システムを利用し

て作成することを原則としつつ、文書の適正な管理に支障がない場合などに例外を認めている。 

その例外のひとつとして、事務連絡などの軽易な事案については電子会議室の利用など電子決裁システムの利用よりも簡易な方法で起案文

書を作成して処理することを認めている。これは、適正な文書管理を維持しつつ、働き方改革の視点による文書事務の効率化を図ったもので

ある。 

その趣旨を踏まえ、このような方法で起案する場合には、決裁権者が決裁した旨の記録を残すことなどで足りることとしている。 

 

【県の取組状況】 

 軽易な事案などの一定の例外を除き、意思決定に至る経緯及び過程並びに事務及び事業の実績を合理的に跡付け、又は検証することが可能

となる電子決裁システムにより起案を行うこととしており、このような文書事務が適正に行われるよう、毎年職員研修を実施し、鳥取県公文

書等の管理に関する条例の目的、文書作成の意義及び重要性などを周知徹底してきている。 

 

 ※電子会議室：組織内での情報共有や意見交換を行うためのアプリケーション。所属職員等が確認した記録を残す機能もある。 

 

※参考法令：鳥取県公文書等の管理に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、県の諸活動や歴史的事実を記録した公文書等が、県政に対する県民の知る権利に不可欠な県民共有の知的資源であることに鑑み、公文書等の管

理に関する基本的事項を定めることにより、現用公文書の適正な管理、歴史公文書等の適切な保存及び利用等を図り、もって県政が適正かつ効率的に運営されるよ

うにするとともに、県の諸活動を現在及び将来の県民に説明する責務が全うされるようにすることを目的とする。 

 （現用公文書の作成） 

 第４条 実施機関の職員は、実施機関の意思決定が現用公文書の決裁により行われることに鑑み、県政に対する県民の知る権利を保障し、県の諸活動を現在及び将来

の県民に説明する責務を全うするため、当該実施機関の意思決定に至る経緯及び過程並びに当該実施機関の事務及び事業の実績について、現用公文書によって合理

的に跡付け、又は検証することができるよう、処理に係る事案が軽微なものである場合を除き、文書を作成しなければならない。 
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